




 
 
 
 
Syuusei 

青木南地区まちづくり協定書 

（荷さばき等駐車用地の設置） 
第９条 路上での荷さばき等の駐車を防止するため、

事業所等で業務に使用する部分の延べ面積が
1,000 ㎡以上となる場合は、荷さばき等の駐
車に用地を設ける。また、1,000 ㎡未満の場合
についても、可能な限り荷さばき等の駐車に
用地を確保するよう努める。 

（垣、柵等の構造の制限） 
第１０条 みどり豊かで潤いのあるまちの形成、安全性

の向上等を図るため、道路に面する垣、柵等
は生垣、又は、植栽を伴う塀とする。また、道
路に面する箇所での門灯の設置に努める。た
だし、安全、防犯上又は、プライバシー確保
のため等、止むを得ない事情のある場合はこ
の限りでない。 

（業種等の制限） 
第１１条 良好な住環境の確保と健全な市街地の形成

を図るため、青少年の健全な育成に不適当と
みなされる業種（風俗営業等の規制及び業務
の適正化等に関する法律に規定されている業
種、テレホンクラブ等）及び集団的に又は常
習的に暴力的不法行為等を行うおそれのある
組織は入居、営業してはならない。 

（深夜営業の制限） 
第１２条 青少年の健全な育成、地域環境の保全のた

め、地区内の事業所は原則として深夜営業を
してはならない。ただし、事情等を踏まえ、
協議会が特に認めた場合はこの限りでない。 

（粗雑な土地利用の制限） 
第１３条 地区内の空地、工場跡地等において、まちの

環境や美観を著しく損なう廃品ストックヤー
ド等の土地利用は制限する。 

（周辺環境への配慮）  
第１４条 快適な環境と潤いのあるまちとするため、建

築物等の意匠（形態・色彩・材質等）は、周辺
環境と調和するように工夫する。また、日照
障害、並びに大気の汚染、水質の汚濁（地下
水の汚染等）、土壌の汚染、騒音、振動、悪臭
等の防止に努める。 

（協定の有効期限） 
第１５条 この協定の有効期間は、締結日から起算して

10 年とする。更新する際は、市長及び協議会
が協議の上で行う。 

（補 則） 
第１６条 この協定の運営にあたっては、まちづくり協

定運営委員会を設けるとともに、協定の運用
に必要な基準等は、まちづくり協定運用細則
を別に定め運用する。 

２．この協定に疑義が生じた場合又は、協定に定
めない事項については、市長及び協議会が協
議するものとする。 

３．この協定に改訂の必要が生じた場合は、市長
及び協議会が協議の上、改訂するものとする。 

 
以上のとおり協定を締結した証として、本書２通を作
成し、協定当事者において記名押印の上、各１通を保
有する。 
 
令和 5 年 2月 5 日 
 
    神戸市中央区加納町６丁目５番１号 
         神戸市長  久元 喜造 
 
    青木南地区まちづくり協議会 
         会  長  赤木 勝 
 
 

（平成 15 年 2 月 5 日 締結） 
（平成 20 年 8 月 19 日 一部変更） 
（平成 25 年 2 月 5 日  更新締結） 
（令和 5 年 2 月 5日  更新締結） 

 
 

神戸市長（以下「市長」という。）と青木南地区まちづくり
協議会（以下「協議会」という。）は、青木南地区を“海と
潤いと文化のある安全・安心で魅力のあるまち”を基本目
標として推進するため、神戸市地区計画及びまちづくり協
定等に関する条例（昭和 56年 12 月条例第 35 号）第９条の
規定に基づき、次のとおりまちづくり協定（以下「協定」と
いう。）を締結する。 

（名 称） 
第１条 この協定は、「青木南地区まちづくり協定」と称す

る。 

（地区の位置及び区域） 
第２条 この協定の対象となる地区（以下「地区」という。）

の位置は以下のとおりとし、区域は青木南地区ま
ちづくり協定区域図（以下「別図」という。）に示
すとおりとする。 

   神戸市東灘区青木１丁目の一部及び 
   青木２丁目、３丁目 

（市長と協議会の役割） 
第３条 協議会はこの協定により、地区の住み良く働きよ

い健全なまちづくりを推進し、市長はこの協定に
基づき、協議会に対し、必要な助言及び指導に努め
るものとする。 

（まちづくりの基本目標） 
第４条 地区のまちづくりにあたっては、より健全な地区

環境の形成を図るため、地区特性を生かした“海
と潤いと文化のある安全・安心で魅力のあるま
ち”を基本目標に推進する。 

（まちづくり基本方針） 
第５条 地区のまちづくり基本方針は、次のとおりとする。 
 （１）豊かな海・自然と共生するまち 
 （２）快適な環境と潤いのあるまち 
 （３）安全・安心でコミュニティのあるまち 
 （４）文化的で活力と魅力のあるまち 

（土地利用方針） 
第６条 地区の土地利用方針は、次のとおりとする。 

（１）国道 43 号沿道ゾーンは、幹線道路型土地
利用及び広域防災帯としての整備を図る。 

（２）地区中央部の複合市街地ゾーン（臨港地区
を除く）は、住宅、工場、流通倉庫、店舗、
文化施設等が適度に複合する活力のある
土地利用を促進する。 

（３）臨海ゾーンは、災害時における耐震バース
としての利用を図るとともに、ウォーター
フロントの立地を生かした集客ゾーン及
び流通業務ゾーンとしての整備を図る。 

（建築物の用途の制限） 
第７条 建築物の用途の制限は、前条（１）から（３）のゾ

ーンを、用途地域に応じて細区分し、用途地域上の
制限に加えて、別途地区計画に定めるものとする。 

  ２. 前項で定められたもの以外に、地区内においては、
次の用途の建築物は建築してはならない。ただし、
この協定の締結の際、現に存する下記の建築物の
敷地において、原則として同床面積以内の改築、修
繕等を行う場合は、この限りでない。  
（１）パチンコ屋、カラオケボックス（ただし、

国道 43 号沿道ゾーンに限る） 
（２）危険性や環境を悪化させるおそれがやや多

い工場又は貯蔵庫等 （建築基準法別表  
第２（ぬ）第１号、第３号及び第４号に掲
げるもの） 

（３）葬儀を主たる目的とする建築物 

（ファミリー形式住戸の推奨） 
第８条 地区内で賃貸集合住宅等を建築する場合、地区の

コミュニティを維持し、また世帯構成のバランス
を図るため、ファミリー形式住戸（住戸専用面積が
おおむね 30 ㎡以上のものをいう。）を総戸数の１
／４以上設置するように努める。ただし、管理人の
常駐等協議会が認める必要な措置を講じた場合は
この限りでない。 



 

 

 

まちづくり協定区域内において、建築物の新築、増築、改築、用途変更、工作物の建設、土地

の区画形質または用途の変更を行う場合は、まちづくり協定の届出が必要です。 

 

■届出は、所定の届出書、概要書に必要事項を記入の上、関係図書を添付して 

 建築確認申請が不要の場合は、行為着手の 30日前までに 

 建築確認申請を要する場合は、申請の前に行ってください。 
 

■設計変更等によって届出内容に変更が生じた場合は、すみやかに変更届を提出 

 してください。 
 

■まちづくり協定に適合しますと、「適合通知書」を担当課より送付します。 
 

※まちづくり協議会へ内容説明をお願いする場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■まちづくり協定に係る地区内における行為の届出書（１部） 

■まちづくり協定に係る行為の概要書（１部） 

■適合通知書〔葉書（切手要）〕 

■添付図書（現況写真、位置図、配置図、平面図、立面図、外構図、その他必要な

図面、書類） 

※各種届出書類の様式は、下記の届出先にあります。 

 またインターネットでも入手できます。 

 

 

 

 

 

まちづくり協定の届出について 

届
出
に
つ
い
て 

届
出
の
流
れ 

届
出
書
類
に
つ
い
て 

「神戸市まちづくり協定」の青木南地区を検索 

神戸市の担当課（届出先） 

神戸市都市局まち再生推進課  TEL：078-595-6731 FAX：078-595-6805 

〒651-0083 神戸市中央区浜辺通 2 丁目 1-30 三宮国際ビル 6 階 

 

青木南地区まちづくり協議会 

建築行為着手の 30 日前までに届出 

（建築確認申請の前） 

 市  役  所 

まちづくり協定

に対する届出の

確認 

適合・不適合 

通知書の交付 
 
※通知書の発行は、 
協議会への説明以 
降となります。 

届出者 
 
建築物の新築 
等を行う者 

建築行為 

等の着手 
届出 

説明 参酌（よい意見を参考とします。） 


